
【事務事業シート（政策的経費）】
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見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

受講生ごとに異なる様々なニーズに対し、関係機関と連携しながらオーダーメイド方式かつ伴走型の支援を行うとともに、市町の

協力隊受入担当職員向けの研修会を開催し、受講生以外の協力隊に対する行き届いた支援を波及させたことで、受講生の起業につ

いてＫＰＩ目標値を上回る成果が得られた。

千円

決算額 1,529 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 1,530 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 108.33 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 26 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 12 人

目標値 24 人 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H23~Ｒ3年度 時点･期間 H23~R5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R3

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

八幡浜支局管内地域おこし協力隊の活動地域内起業又は事業承継者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状の事業内容を踏まえると、KPIは目標達成

すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 八幡浜地域人材定着促進事業費（南予） 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

八幡浜支局管内の地域おこし協力隊に対し、オーダーメイド方式で、起業や事業承継による生

業づくりを支援し、起業件数の増加と任期終了後の定住率向上を図る。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 4,851 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,919 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

千円 実績値 千円

達成率 107.29 ％ 達成率 ％

51038 千円

実績値 50109 千円 実績値 千円 実績値

48107 千円 目標値 49551 千円 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 48745 千円

目標値 46705 千円 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R8

Ｋ  P  Ｉ

えひめ地域活力創造センターの事業規模

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 えひめ地域活力創造センター費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

えひめ地域活力創造センターが県や関係団体等と緊密に連携して移住施策を推進するため、セ

ンターに県職員を配置するとともに運営支援を行い、センター機能の充実強化を図る。

始期 R4

終期

令和５年度　　事後評価シート
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定を超える成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成す

ると考えられるため、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 9,362 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 16,517 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 108.50 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 86.8 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 86 ％ 目標値 90

時点･期間 R8年度

現状値 77 ％

目標値 80 ％ 目標値 83

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S47

終期

Ｋ  P  Ｉ

地域づくり総合推進事業の各項目の参加定員充足率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

任期後の定住を支援するため、市町と連携して補助金による起業経費の負担軽減を行っているが、更なる定住率向

上のためには、起業を目指す段階においても支援が必要であることから、令和6年度からは、事業内容を拡充し、

新たに起業に関するノウハウを学ぶ起業応援スクールを実施することとしている。

当初 事　項 地域づくり総合推進費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

南予地域活性化に向けた対策本部会議の開催や小学生向け離島体験ツアーの実施、県独自の規

制緩和制度の運用、若者の地元定着に向けた地域大学連携の促進等により、地域づくりを総合

的に推進する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

任期後の定住を支援するため地域資源を活用した起業支援や各種研修に取り組んだ結果、目標にはわずかに届かなかったものの、

総務省が発表した令和5年度末の定住率は全国平均の64.9％を超える66.7％となるなど、一定の成果をあげることができた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 6,748 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 6,930 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 98.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 196 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 160 人

目標値 200 人 目標値 230

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H23~R3年度 時点･期間 H23~R5年度 時点･期間 H23~R6年度 時点･期間

始期 H23

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

地域おこし協力隊員の県内定住者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 地域おこし協力隊導入・定着促進事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

地域活性化の大きな力となっている地域おこし協力隊の県内受入を推進し、隊員活動のサポー

ト体制を充実・強化しながら、起業支援等を通じて円滑な定住・定着を図る。
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見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

企画段階から若者に積極的に関わってもらうとともに、県内の高等教育機関や高校に幅広く周知した結果、目標達成することがで

きた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

参加した若者からは、「住みたいまちに誇りを持てることが大切」、「将来について考える材料をもらえた」などの意見が寄せられ、本事業が

誇りを持てるまちづくりへの興味・関心の向上や自分の将来について考えるきっかけになったものと考えている。本事業を契機として、県内の

若者とアーティスト等が継続して交流する場が形成できないか引き続き検討したい。

千円

決算額 22,000 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 22,000 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 106.37 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 3723 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 ― 人

目標値 3500 人 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ― 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

えひめデザインウィーク２０２３（仮称）参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

6月

補正

事　項 若者参画型地域づくり推進事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

第一線で活躍するアーティストなどが、本県の新たな魅力を掘り起こすクリエイティブなイベント「え

ひめデザインウィーク2023」を開催し、企画段階から大学生や高校生等が個性ある地域づくりに参画

することで、若者のシビックプライドを醸成し、定住意欲の向上を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

令和４~５年度の２年間に、重点３市町（東温市・久万高原町・砥部町）における４つの住民団体が参画し、ワークショップなどの活動を通じて、各地域の特色を活かした移住者獲得ビジョンの作

成に繋げ、移住定住促進に向けた活動に取り組む素地を整えることができた。また、その内の２団体が地域運営組織として報告されるなど、KGI実績値の向上にも寄与することができた。令和６年

度以降は、ビジョンの実現に向けて、当該団体が自発的かつ継続的に活動できるようフォローするとともに、本事業で得たノウハウを活かして、管内の他団体とも各地域の将来を共に考えながら、

地域課題の共有や助成制度の紹介など住民に寄り添った活動を行ってまいりたい。

千円

決算額 576 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 913 千円
最終現計予

算額

実績値 団体

達成率 133.33 ％ 達成率 ％ 達成率

団体

実績値 4 団体 実績値 団体 実績値 団体

団体 目標値 団体 目標値

時点･期間

現状値 3 団体

目標値 3 団体 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R4～5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R4

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

中予地方局管内で積極的な移住・定住促進活動に取り組む住民団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 移住・定住推進団体活動支援モデル事業費（中予） 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

住民主体の移住促進の取組みが成果につながった優良事例を、他地域に展開させるためのきっ

かけ作りとして、住民団体による移住定住促進の取組みモデルを確立し、中予管内への波及を

図る。
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見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

地域づくりに主体的に取り組む人材のスキル向上や集落とボランティアのマッチングなどにより、集落の発展を支援した結果KGIの向上に好影響を与えることができた。当事

業で実施した集落実態調査の結果を踏まえ、令和6年度からは、地域づくり支援機関が連携して運営するプラットフォームを構築し、地域に伴走しながら、課題の解決に向け

た活動の持続的な実践支援を行っていく。

千円

決算額 3,134 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,235 千円
最終現計予

算額

実績値 集落

達成率 100.80 ％ 達成率 ％ 達成率

集落

実績値 2884 集落 実績値 集落 実績値 集落

集落 目標値 2805 集落 目標値 2777

時点･期間 R8年度

現状値 2886 集落

目標値 2861 集落 目標値 2833

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H29

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

過疎地域等における集落数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIは目標を達成しており、６年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成すると考えられることか

ら、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 集落持続的発展支援事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

集落実態調査を実施し、今後の集落対策を検討するほか、地域づくりに主体的に取り組む人材

の育成や県内企業等との集落活動ボランティアマッチングを通じ、人口減少下での集落の持続

的発展を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 4,792 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,821 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S55

終期

Ｋ  P  Ｉ

過疎・離島地域の児童・生徒が住み慣れた地域から通学している割合（補助利用割合）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 過疎・離島地域遠距離通学援助事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

過疎・離島地域の小・中学校の遠距離通学児童に対して、市町が行う通学費補助

を支援することにより、当該地域の振興を図る。


